交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　福祉部 障がい福祉課　
	処分の概要
	特別障害者手当の受給資格の認定

	法令名
根拠条項
	特別児童扶養手当等の支給に関する法律　第26条の5

	法令番号
	昭和39年法律第134号

	【基準】
　法第26条の5において準用する法第19条(障害児福祉手当の受給資格の認定)の規定による。

　　特別障害者手当の支給要件に該当する者は、手当の支給を受けようとするときは、その受給資格について、交野市長の認定を受けなければならない。

(支給要件)
　交野市長は、その管理に属する福祉事務所の所管区域内に住所を有する特別障害者に対し、特別障害者手当を支給する。ただし、その者が次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。(法第26条の2)
　一　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第123号)に規定する障害者支援施設(以下「障害者支援施設」という。)に入所しているとき(同法に規定する生活介護(以下「生活介護」という。)を受けている場合に限る。)。
　二　障害者支援施設(生活介護を行うものに限る。)に類する施設で厚生労働省令で定めるものに入所しているとき。
　三　病院又は診療所(前号に規定する施設を除く。)に継続して3月を超えて入院するに至ったとき。
(対象者)
　　「特別障害者」とは、20歳以上であって、政令で定める程度の著しく重度の障害の状態にあるため、日常生活において常時特別の介護を必要とする者をいう。(法第2条第3項、令第1条第2項、別表第2)
(支給の制限)(法第26条の5で準用する法第20条及び法第21条、令第12条)
　　手当は、受給資格者の前年の所得が、その者の扶養親族等の有無及び数に応じて、政令で定める額を超えるときは、その年の8月から翌年の7月までは、支給しない。(法第20条、令第7条、令第8条)
・扶養親族等がないとき　360万4,000円
・扶養親族等があるとき　360万4,000円に当該扶養親族等一人につき38万円(当該扶養親族等が所得税法 に規定する老人控除対象配偶者又は老人扶養親族であるときは、当該老人控除対象配偶者又は老人扶養親族一人につき48万円とし、当該扶養親族等が特定扶養親族等であるときは、当該特定扶養親族等一人につき63万円とする。)を加算した額とする。

　　また、手当は、受給資格者の配偶者の前年の所得又は受給資格者の民法第877条第1項 に定める扶養義務者で当該受給資格者の生計を維持するものの前年の所得が、その者の扶養親族等の有無及び数に応じて、政令で定める額以上であるときは、その年の8月から翌年の7月までは、支給しない。(法第21条、令第8条)
・扶養親族等がないとき　628万7,000円
・扶養親族等があるとき
	扶養親族の数
	金額

	一人
	653万6,000円

	二人以上
	653万6,000円に扶養親族等のうち一人を除いた扶養親族等一人につき213,000円を加算した額(所得税法に規定する老人扶養親族があるときは、その額に当該老人扶養親族一人につき(当該老人扶養親族のほかに扶養親族等がないときは、当該老人扶養親族のうち一人を除いた老人扶養親族一人につき)60,000円を加算した額)



(支給の調整)
　　手当は、手当の支給要件に該当する者が、障害を支給事由とする給付であって、手当に相当するものとして政令で定めるもの(原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 (平成6年法律第117号)に基づく介護手当)を受けることができるときは、その価額の限度で支給しない。ただし、その全額につきその支給が停止されているときは、この限りでない。(法第26条の4、令第10条)

著しく重度の障害の状態(令別表第二) 
1　両眼の視力の和が〇・〇四以下のもの
2　両耳の聴力レベルが一〇〇デシベル以上のもの
3　両上肢の機能に著しい障害を有するもの又は両上肢のすべての指を欠くもの若しくは両上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの
4　両下肢の機能に著しい障害を有するもの又は両下肢を足関節以上で欠くもの
5　体幹の機能に座っていることができない程度又は立ち上がることができない程度の障害を有するもの
6　前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの
7　精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの
(備考)　視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについては、矯正視力によって測定する。

　通知(障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省令(昭和50年8月13日厚生省令第34号)第16条、同令第3条)
　障害児童福祉手当及び特別障害者手当の障害程度認定基準について(昭和60年12月28日社更第162号)参照

	標準処理期間
	30日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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